
経
営
課
題
と
し
て
の�

気
候
変
動
問
題

　

２
０
１
５
年
の
パ
リ
協
定
合
意
以
降
、
世
界
の
脱

炭
素
化
に
向
け
た
動
き
が
加
速
し
て
い
る
。
各
国
が

長
期
的
な
温
室
効
果
ガ
ス
削
減
目
標
を
掲
げ
、
社
会

経
済
シ
ス
テ
ム
を
脱
炭
素
に
向
け
て
変
革
す
る
動
き

が
活
発
に
な
っ
て
い
る
。
特
に
Ｅ
Ｕ
で
は
顕
著
で
、

最
近
で
も
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
禍
か
ら
の
復
興
に

関
す
る
加
盟
国
へ
の
資
金
供
与
に
つ
い
て
も
気
候
変

動
対
策
の
整
備
を
条
件
と
す
る
と
い
っ
た
グ
リ
ー
ン

リ
カ
バ
リ
ー
政
策
や
国
境
炭
素
税
の
導
入
が
検
討
さ

れ
る
な
ど
、〝
２
０
５
０
年
ネ
ッ
ト
ゼ
ロ
エ
ミ
ッ
シ

ョ
ン
〟に
向
け
た
動
き
が
活
発
に
な
っ
て
い
る
。
世

界
に
お
け
る
Ｒ
Ｅ
１
０
０
（
注
１
）加
盟
企
業
の
増
加
、
Ｅ
Ｖ

（
電
気
自
動
車
）や
そ
の
他
低
炭
素
製
品
の
普
及
な
ど
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
や
一
般
製
品
市
場
に
お
い
て
も
脱

炭
素
化
は
大
き
な
潮
流
と
な
っ
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
に
社
会
経
済
シ
ス
テ
ム
や
消
費
動
向
と

い
っ
た
外
部
環
境
が
脱
炭
素
に
向
か
い
大
き
く
変
化

す
る
こ
と
に
伴
い
、
企
業
に
は
リ
ス
ク
が
生
じ
る
。

自
社
の
製
品
や
サ
ー
ビ
ス
が
脱
炭
素
社
会
で
も
生
き

残
れ
る
の
か
、
い
わ
ゆ
る〝
移
行
リ
ス
ク
〟で
あ
る
。

想
定
さ
れ
る
外
部
環
境
の
変
化
が
大
き
い
だ
け
に
、

こ
れ
ら
リ
ス
ク
は
重
大
な
も
の
と
な
り
得
る
。
従
っ

て
、
こ
れ
ら
リ
ス
ク
に
適
切
に
対
処
す
る
こ
と
は
、

長
期
的
な
企
業
の
成
長
や
競
争
力
を
左
右
す
る
重
要

な
課
題
と
位
置
付
け
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、
外
部
環

境
の
脱
炭
素
化
以
前
に
、
足
元
で
生
じ
て
い
る
気
象

の
激
化
に
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
や
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン

が
影
響
を
受
け
る
と
い
う
、
い
わ
ゆ
る〝
物
理
的
リ

ス
ク
〟へ
の
対
処
の
必
要
性
も
年
々
高
ま
っ
て
い
る
。

企
業
に
と
り
、
か
つ
て
「
企
業
の
社
会
的
責
任
の
一

環
と
し
て
地
球
環
境
の
た
め
に
」
配
慮
す
べ
き
課
題

で
あ
っ
た
気
候
変
動
問
題
は
、
今
や
「
自
社
の
長
期

的
成
長
や
競
争
力
強
化
の
た
め
に
」
対
処
が
必
要
な

経
営
課
題
に
変
質
し
た
と
い
っ
て
よ
い
だ
ろ
う
。

気
候
関
連
財
務
情
報
開
示�

タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス（
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
）提
言

　

気
候
変
動
問
題
へ
の
対
応
が
企
業
の
成
長
を
左
右

す
る
一
因
と
し
て
ク
ロ
ー
ズ
ア
ッ
プ
さ
れ
る
中
、
投

資
家
、
特
に
長
期
投
資
家
は
、
企
業
の
気
候
変
動
対

応
を
企
業
評
価
の
一
要
素
と
し
て
捉
え
、
企
業
に
対

し
て
こ
れ
ら
対
応
の
開
示
を
求
め
る
姿
勢
を
強
め
て

い
る
。
例
え
ば
、
年
金
積
立
金
管
理
運
用
独
立
行
政

法
人（
Ｇ
Ｐ
Ｉ
Ｆ
）は
長
期
的
リ
タ
ー
ン
向
上
の
た
め

Ｅ
Ｓ
Ｇ
投
資
を
開
始
し
、
そ
の
中
で
企
業
に
よ
る
気

候
変
動
問
題
へ
の
対
応
に
関
す
る
情
報
開
示
を
促
し

て
お
り
、
ま
た
最
近
の
例
で
は
、
米
国
の
ブ
ラ
ッ

ク
・
ロ
ッ
ク
社
が
ラ
リ
ー
・
フ
ィ
ン
ク
Ｃ
Ｅ
Ｏ
か
ら

の
書
簡
と
い
う
形
で
多
く
の
企
業
の
経
営
者
に
対
し

て
気
候
関
連
の
情
報
開
示
を
こ
と
さ
ら
に
要
請
す
る

な
ど
の
動
き
が
見
ら
れ
る
。

　

気
候
変
動
問
題
の
経
営
課
題
化
、
お
よ
び
か
ね
て

か
ら
の
資
本
市
場
の
開
示
要
請
の
高
ま
り
を
受
け
、

気
候
変
動
関
連
情
報
開
示
の
動
向

（注１）RE100：Renewable Energy 100％　企業が自らの事業の使用電力を
100％再生可能エネルギーで賄うことを目指す国際的なイニシアティブ

気
候
関
連
財
務
情
報
開
示
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス（
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
）メ
ン
バ
ー

三
菱
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特集 ESG投資の進化と企業と投資家による建設的対話の促進

（注２）金融安定理事会：Financial Stability Board
規制や監視を通じて世界の金融秩序の維持を目指すG20首脳会議傘下の国際組織。主要25カ国・地域の中央銀行、金融監督当局、
財務省、主要な基準策定主体、IMF（国際通貨基金）、世界銀行、BIS（国際決済銀行）、OECD（経済協力開発機構）等の代表が参加

金
融
安
定
理
事
会（
Ｆ
Ｓ
Ｂ
（
注
２
））の
傘
下
に
設
立
さ
れ
た

の
が
「
気
候
関
連
財
務
情
報
開
示
タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス

（
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
）」
で
あ
る
。
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
は
、
気
候
変
動

と
い
う
外
部
性
を
企
業
評
価
に
包
含
し
て
い
く
こ
と

を
狙
い
、
２
０
１
７
年
６
月
、
気
候
関
連
財
務
情
報

開
示
の
た
め
の
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
を
提
言
の
形
で
取

り
ま
と
め
た
。
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
提
言
で
は
、
企
業
に
財
務

的
イ
ン
パ
ク
ト
を
も
た
ら
す
リ
ス
ク
と
機
会
に
関
す

Ｆ
Ｄ
提
言
が
気
候
変
動
関
連
情
報
開
示
の
グ
ロ
ー
バ

ル
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
に
な
っ
て
い
る
。

気
候
変
動
関
連
情
報
開
示
の
法
制
化

　

気
候
変
動
関
連
情
報
開
示
の
グ
ロ
ー
バ
ル
ス
タ
ン

ダ
ー
ド
た
る
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
提
言
だ
が
、
提
言
自
体
は
あ

く
ま
で
法
的
拘
束
力
の
な
い
、
任
意
の
フ
レ
ー
ム
ワ

ー
ク
と
し
て
策
定
さ
れ
て
い
る
。
一
方
、
こ
の
フ
レ

ー
ム
ワ
ー
ク
を
用
い
た
情
報
開
示
を
法
制
化
し
よ
う

と
す
る
動
き
が
出
て
き
て
い
る
。
フ
ラ
ン
ス
で
は
既

に
義
務
化
さ
れ
て
い
る
気
候
変
動
関
連
情
報
開
示
を

Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
提
言
に
連
動
さ
せ
る
こ
と
を
検
討
中
で
あ

り
、
英
国
で
は
２
０
２
２
年
ま
で
に
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
提
言

に
沿
っ
た
情
報
開
示
が
制
度
化
さ
れ
る
予
定
と
な
っ

て
い
る
。
こ
う
い
っ
た
動
き
は
今
後
各
国
に
波
及
し

て
く
る
可
能
性
も
否
定
で
き
な
い
。
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
提
言

の
意
義
は
、
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
に
沿
っ
て
企
業
が
自

ら
気
候
変
動
問
題
へ
の
耐
性
を
チ
ェ
ッ
ク
し
、
さ
ら

に
開
示
さ
れ
た
情
報
を
基
礎
と
し
て
企
業
と
投
資
家

が
よ
り
実
効
的
な
エ
ン
ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
を
行
う
こ
と

が
出
来
る
点
に
あ
る
。
企
業
が
自
ら
の
業
種
、
業
態
、

規
模
に
即
し
て
そ
の
企
業
な
ら
で
は
の
気
候
変
動
問

題
へ
の
対
応
を
検
討
し
、
そ
し
て
投
資
家
と
の
エ
ン

ゲ
ー
ジ
メ
ン
ト
を
通
じ
て
気
候
変
動
関
連
施
策
を
そ

れ
ぞ
れ
の
企
業
の
特
性
に
即
し
て
バ
ー
ジ
ョ
ン
ア
ッ

プ
し
て
い
く
こ
と
が
大
切
で
あ
る
。
私
見
で
は
あ
る

が
、
開
示
の
法
制
化
が
開
示
情
報
の
画
一
化
、
定
型

化
を
招
く
こ
と
に
な
れ
ば
、
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
の
意
義
が
薄

れ
て
し
ま
う
懸
念
が
あ
り
、
法
制
化
に
は
よ
り
慎
重

な
検
討
が
必
要
に
な
る
と
考
え
る
。

る
企
業
の
対
応
状
況
に
つ
い
て
、「
ガ
バ
ナ
ン
ス
」

「
戦
略
」「
リ
ス
ク
管
理
」「
指
標
と
目
標
」
と
い
う

四
つ
の
項
目
で
の
開
示
を
推
奨
し
て
い
る
。
こ
の
４

項
目
は
企
業
の
経
営
・
運
営
に
お
け
る
中
核
的
要
素

で
あ
る
。
気
候
変
動
に
限
ら
ず
、
一
般
に
企
業
が
何

ら
か
の
リ
ス
ク
に
対
応
し
、
ま
た
は
事
業
機
会
を
獲

得
し
よ
う
と
す
る
時
、
こ
れ
ら
が
適
切
に
行
わ
れ
て

い
る
か
を
評
価
す
る
に
際
し
て
は
、
こ
の
四
つ
の
観

点
か
ら
企
業
を
評
価
す
る
こ
と
が
肝
要
で
あ
る
と
い

う
考
え
の
も
と
、
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
提
言
に
お
い
て
も
、
企

業
に
よ
る
気
候
関
連
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
、
こ
の

四
つ
の
項
目
を
網
羅
す
る
内
容
で
の
開
示
を
推
奨
し

て
い
る
。

　

Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
提
言
は
、
開
示
主
体
と
な
る
企
業
や
開

示
情
報
を
利
用
す
る
投
資
家
に
浸
透
し
、
２
０
２
０

年
９
月
現
在
、
約
１
４
０
０
の
企
業
・
団
体
の
支
持

を
得
て
い
る
。
特
筆
す
べ
き
は
、
国
別
に
見
た
支
持

企
業
・
団
体
数
は
、
我
が
国
が
約
３
０
０
と
最
多
と

な
っ
て
い
る
点
で
あ
る（
２
位
の
英
国
は
約
２
０
０
）。

我
が
国
に
お
い
て
は
、
民
間
企
業
の
み
な
ら
ず
、
経

済
産
業
省
、
環
境
省
、
金
融
庁
、
さ
ら
に
は
Ｇ
Ｐ
Ｉ

Ｆ
と
い
っ
た
政
府
関
係
機
関
が
、
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
提
言
に

よ
る
情
報
開
示
を
積
極
的
に
後
押
し
し
て
お
り
、
ま

さ
に
官
民
が
一
体
と
な
っ
て
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ
提
言
の
普
及

が
図
ら
れ
て
い
る
点
が
特
徴
的
で
あ
る
。
な
お
、
Ｔ

Ｃ
Ｆ
Ｄ
以
前
に
も
、
Ｐ
Ｒ
Ｉ
、
Ｃ
Ｄ
Ｐ
、
Ｃ
Ｄ
Ｓ
Ｂ
、

Ｓ
Ａ
Ｓ
Ｂ
な
ど
、
企
業
に
よ
る
気
候
変
動
関
連
情
報

の
開
示
の
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
は
複
数
存
在
し
て
い
た

が
、
こ
れ
ら
の
フ
レ
ー
ム
ワ
ー
ク
は
今
や
Ｔ
Ｃ
Ｆ
Ｄ

提
言
に
沿
っ
た
形
で
そ
れ
ぞ
れ
が
修
正
さ
れ
、
Ｔ
Ｃ

図表　TCFD提言が推奨する主要な開示項目
ガバナンス 戦略 リスク管理 指標と目標

気候関連のリスクと機会に
係る当該組織のガバナンス
を開示する。

気候関連のリスクと機会がも
たらす当該組織の事業、戦略、
財務計画への現在及び潜在
的な影響を開示する。

気候関連リスクについて、
当該組織がどのように識別、
評価、及び管理しているか
について開示する。

気候関連のリスクと機会を
評価及び管理する際に用い
る指標と目標について開示
する。

推奨される開示内容 推奨される開示内容 推奨される開示内容 推奨される開示内容

a) �気候関連のリスクと機会
についての、当該組織取
締役会による監視体制を
説明する。

a) �当該組織が識別した、短
期・中期・長期の気候関
連のリスクと機会を説明
する。

a) �当該組織が気候関連リス
クを識別及び評価するプ
ロセスを説明する。

a) �当該組織が、自らの戦略
とリスク管理プロセスに即
して、気候関連のリスクと
機会を評価するために用
いる指標を開示する。

b) �気候関連のリスクと機会
を評価・管理する上での
経営の役割を説明する。

b) �気候関連のリスクと機会が
当該組織のビジネス、戦略
及び財務計画（ファイナン
シャルプランニング）に及
ぼす影響を説明する。

b) �当該組織が気候関連リス
クを管理するプロセスを
説明する

b) �Scope 1、Scope 2及 び、
当該組織に当てはまる場合
はScope 3の温室効果ガ
ス（GHG）排出量と関連リ
スクについて説明する。

c) �2℃或いはそれを下回る将
来の異なる気候シナリオ
を考慮し、当該組織の戦
略のレジリエンスを説明
する。

c) �当該組織が気候関連リス
クを識別・評価及び管理
するプロセスが、当該組
織の総合的リスク管理に
どのように統合されてい
るかについて説明する。

c) �当該組織が気候関連リス
クと機会を管理するため
に用いる目標、及び目標に
対する実績を開示する。
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